
政策コメンテーター報告（平成 28 年第２回）の概要 

（意見照会期間：平成 28 年 10 月 31 日～11 月 11 日） 

ポイント 

○「2030 年の経済構造のあるべき姿を展望した改革」について、①予測される構造変化、

②目指す経済社会の姿、③取り組むべき構造改革、に関する意見を収集したところ、

多くの意見・提言が寄せられた（回答者数：46 名、回答率：77％）。 

○展望のポイントやそこから引き出される「取り組むべき構造改革」に関する回答の特

徴（頻出回答内容を抽出）は以下のとおり。 

１．第４次産業革命・Society5.0、イノベーション（９人） 

展望のポイントは、１）テクノロジーによる社会変化の加速、２）様々な分野のボー

ダーレス化、といった変化。対応策は、１）新事業創出に係る基礎研究・研究開発・設

備投資支援、研究・技術知識のオープンプラットフォームへの蓄積、データの利活用促

進、２）規制緩和・市場改革の推進、新たな産業構造に対応した教育・意識改革・職業

能力開発支援等の強化。 

２．少子高齢化、社会保障（21 人） 

展望のポイントは、マクロ的な社会保障の持続可能性確保。その対応策は、疾病の軽

重や要介護度、経済力の差等を基準とした社会保障制度への見直し、消費税率引上げに

向けた環境整備、医療・介護費の民間保険・自己負担の適用拡大、高額薬剤の価格引下

げ、年金支給開始年齢の引上げ・柔軟化、家族手当・保育所整備等の育児支援策の充実。 

３．人材育成・働き方（17 人） 

展望のポイントは、１）多様化の実現、２）人手不足の発生。その対応策は、１）長

時間労働の是正、生産性による評価・給与制度の構築、新卒一括採用や年功序列、定年

制、終身雇用制の見直し、限定正社員や中途採用、サバティカルリーブ、テレワーク活

用等による柔軟な働き方の整備、自律的なキャリア開発や正社員転換、職種転換に対す

る職業訓練等による支援、２）女性・高齢者・外国人等を含めたダイバーシティ経営の

推進、地域産業のＩＴ化や新事業展開のサポート。 

４．地域経済（21 人） 

展望には再生シナリオ、衰退シナリオの両パターンが存在したが、複数指摘の対応策

は、コンパクトシティ化の推進、観光産業の活性化と観光需要の拡大。 

５．社会資本（７人） 

展望のポイントは、社会資本の１）維持、２）取捨選択、３）利活用。複数指摘の対

応策は、ＰＰＰ/ＰＦＩ等による民間活力の活用、低金利の超長期国債による資金調達

を通じた社会資本整備の前倒し。 

６．マクロバランス・その他（11 人） 

展望のポイントは１）貯蓄投資バランスの見通し、２）分配・再分配の在り方。複数

回答は成長戦略と財政健全化の取組の強化。 

 

資料１ 
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2030 年の経済構造のあるべき姿を展望した改革について 

～①予測される経済・社会的な構造変化、②目指す経済・社会の姿、③今後取り組むべき構造改革～ 

 

分野（分類） ① 予測される構造変化 ② 目指す経済社会の姿 ③ 取り組むべき構造改革 

１．第４次産業革命・Society5.0、イノベーション 

（テクノロジー

による社会変化

の加速） 

 

ü テクノロジーの加速度的な進化

と新たな付加価値の創出。これ

に伴う社会・産業構造、ライフス

タイル、ビジネスモデル等の変

化。 

ü 新商品が絶えず生まれ、消える

社会。 

ü 労働力不足の深刻化。 

ü 高齢化による社会的安全性の低

下。 

ü 教育・研究投資の拡大、イノベ

ーションや新規投資の促進。Ｉ

ＣＴによる生産性・潜在成長率

向上、イノベーションのグロー

バル展開。 

ü 生産資源が速やかに再配分で

きる労働市場や資本市場の構

築。ＩＣＴの非製造業での活

用、自動運転の普及による交通

の安全性向上。 

ü 女性や高齢者、障害者、中小企

業が構造変化による恩恵を受

けられる経済社会。 

ü データの利活用促進。ＩＣＴ投資や自動運転

開発の促進。 

ü 新事業創出に係る基礎研究・研究開発・設備

投資支援。ベンチャー企業支援。 

ü 大学・研究開発法人改革。  

ü 退職年齢制度の廃止。年齢制限なく転職可能

な労働法改革。労働形態の多様化・柔軟化。高

度外国人材の呼び込み。  

 

（様々な分野の

ボーダーレス化） 

 

ü ＡＩ・ＩｏＴ等の利活用による

様々な分野の融合・ボーダーレ

ス化。 

ü 個人やコミュニティ、組織が

様々な形態で価値を共創。場所・

業種に捉われないネットワーク

の構築による産業競争力強化や

市場拡大。 

ü 新市場創出型イノベーション競

争や国際的制度間競争の活発

化、市場構造の複雑・細分化。 

ü 日本のＡＩ・ＩｏＴの技術力の

発揮。構想主導型・価値創造型

の社会・教育制度の構築。 

ü 日本文化と異文化の融合から

新しい価値を生み出す経済・社

会。 

 

ü 研究・技術知識のオープンプラットフォーム

への蓄積と技術取引市場の促進。産学連携強

化。基礎研究実用化のための専門チームの創

設。公共サービス等のイノベーション推進体

制の整備。技術革新とデザイン思考の統合。 

ü 新たな産業構造に対応した教育・意識改革・

職業能力開発支援等の強化。創造性、実験精

神重視の教育。 

ü 規制緩和・市場改革の推進、知的財産保護や

営業秘密の流出防止策の整備。 

ü ＡＩ・ＩｏＴや情報・技術の利用等に係る国

際ルール構築の主導。 

ü 国際競争力強化に向けた法人税率引下げ。 
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分野（分類） ① 予測される構造変化 ② 目指す経済社会の姿 ③ 取り組むべき構造改革 

２．少子高齢化、社会保障 

（社会保障の持

続可能性の確保） 

 

ü 人口減少・少子高齢化の進展。社

会保障給付の拡大による財政赤

字の拡大。負担の世代間格差の

拡大による成長率低下、社会の

不安定化。 

ü 少子高齢化・税収減による最低

限の地方行政機能の維持困難

化。中山間地域の人口集積の低

下と医療・介護サービスの提供

基盤の確保が課題に。 

ü 50 年後も人口一億人を維持で

きる社会。 

ü 予防重視の健康立国、真に必要

な者に絞って給付を行う社会

保障。 

ü 多様な仕事や家族のあり方を

前提とした、政府による一定の

社会保障と民間サービスの組

合せ。 

ü 世代間の不均衡の是正により、

公平で信頼ある社会保障制度

が確立され、将来に希望を持

ち、安心して子供を産み、育て

られる社会。 

ü 世界に先行して人口動態の課

題に対処方法を提示。 

ü 地方における高齢化問題への

優先的取組、政府の強権的な地

方分権化策によるコミュニテ

ィと耕作地の維持。 

ü 高齢化による財政負担があっ

ても国家が前向きな資源配分

を行う技術革新社会。 

 

ü 医療・介護の一体化による効率化、過剰医療

費の削減。疾病の軽重や要介護度、経済力の

差等を基準とした社会保障制度への見直し。 

ü 社会保障に関する地域差の見える化と是正。

首都圏機能の地方移転による広域的な地域活

性化。 

ü 消費税率引上げに向けた環境整備、引上げ以

降の道筋の明確化。所得税の累進性・資産課

税の強化。 

 

Ø 医療・介護費の民間保険・自己負担の適用拡

大。受診時定額負担の導入。マイナンバーを

純資産の把握まで拡張、高齢者富裕層に応

分の医療費負担を求める仕組みを導入。病

床再編。診療標準化やレセプトチェック徹

底による医療費抑制。終末期医療のあり方

の議論の開始。高額医療に対し国による新

たな保険制度の導入。地域内医療機関情報

のオンライン化推進による薬剤処方や検査

等の無駄排除。介護サービス自己負担割合

の見直し。要介護度の改善・維持へのインセ

ンティブの付与。医療費の配分を巡回型の

介護・医療・健康増進プログラムなどの移動

型設備にシフト。医療・介護へのＩＴ利活

用。 

Ø セルフメディケーション・社会保障に関す

る国民的議論の喚起。健康増進・予防医療に

よる健康寿命の延伸、その費用の負担軽減。

企業の健康経営。 

Ø 難病治療費・高額薬剤の価格引下げ。ジェネ

リックの利用率向上。新薬開発コストの縮

減。  

Ø 就業状況等に応じた年金支給開始年齢の引
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分野（分類） ① 予測される構造変化 ② 目指す経済社会の姿 ③ 取り組むべき構造改革 

上げ・柔軟化。デフレ下でのマクロ経済スラ

イドの発動。高所得者への基礎年金国庫負

担分の減額。マイナンバー活用による年金

積立方式への移行。基礎年金を中心としつ

つ、自助努力型の上乗せ措置を講じた社会

保障制度の整備。働く高齢者からの寄付金

による高齢者同士の互助システムの導入。 

Ø 家族手当・保育所整備等の育児支援策の充

実、出産・子育て費用の無償化。「こども控

除」の創設。扶養人数等に応じた所得税率の

変更。 

Ø 多様な家族の在り方に関する意識啓発。経

済・社会・労働に重点化した子どもの教育改

革。 

（個別課題への

対応） 

 

ü 都心の医療・介護を中心とした

人材不足の深刻化。中小企業の

人手不足倒産。 

ü 働きながら介護するのが当たり

前の社会。 

ü 非正規雇用の拡大、生活保護費

の増加。 

ü ＡＩやロボットを活用した介護

産業の進展。 

ü 老老介護・認認介護（認知症高齢

者による他の認知症高齢者の介

護）、高齢世帯の社会的孤立化と

いった問題が増加。単身高齢世

帯が増加。 

 

ü 柔軟な働き方と企業の成長を

同時に実現できる社会。女性や

シニアの就労の継続。ライフス

テージごとにフルタイム・パー

トタイムを選べる弾力的な働

き方の実現。仕事と育児・介護

が両立できる社会。 

ü 誰もが多様な働き方を通じて

社会に参加し、自己実現に挑戦

できるセーフティーネットが

組み込まれた参加型社会。多様

な価値観を認め合える社会。 

ü すべての人が生活を主体的に

楽しめる共生社会。高齢者や障

害者が安心して活動できるユ

ニバーサル社会。 

ü 外国人労働者や高度人材、旅行

者の呼び込みにより消費や投

資が増加する社会。 

 

ü 女性・高齢者の労働参加に向けた税・法制度

整備。働き方改革の推進。成果・実績に基づく

人事制度の奨励。官民双方での女性の積極的

登用。 

ü 在宅勤務導入による在宅介護・育児の実現。 

ü 同一労働・同一賃金の拡大、保育・介護分野の

賃金引上げによる人材確保。非正規雇用者の

社会保障制度の設計。限定正社員等の多様な

働き方促進の仕組みづくり。セーフティーネ

ットを前提とした解雇ルールの整備。 

ü 人手不足解消に向けたロボット・ＡＩの活用。 

ü 外国人労働者・旅行客の受入れ体制の整備。

移民受入れの議論開始。外国人・帰国子女向

けの教育・医療整備。 

ü 共助共生による地域コミュニティの活性化。

車に代わる互助交通手段の整備に向けた規制

緩和。有償ボランティアの定着。 
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分野（分類） ① 予測される構造変化 ② 目指す経済社会の姿 ③ 取り組むべき構造改革 

３．人材育成・働き方 

（働き方の多様

化） 

 

ü 働き方・学び方の多様化、兼業・

副業等により一人が複数の仕事

をこなす時代。クラウドソーシ

ング・シェアリングエコノミー

などによる働く場所・時間に制

約のない多様な働き方の環境整

備。 

ü 大学教育や小学校からの英語教

育の充実、職業大学院への進学

などによるミッドキャリアでの

学習・研修機会の普及。 

ü 長時間労働を見直し、柔軟な働

き方が可能になり、希望により

正規・非正規を転換できる雇用

機会の確保。非正規労働者にも

社会保障が届く制度。産業構造

や働き方の変革を展望した最

適な労働市場。定年制や終身雇

用制によらず意欲ある人が働

ける環境。人々が働き方を選択

でき、就業希望の非労働力人口

が一人でも多く活躍できる社

会。労働市場の流動化、ワーク・

ライフ・バランス重視による生

産性向上。 

ü 学び直しや社会人になってか

らの大学院入学などが可能に

なる社会。 

ü 柔軟な働き方の導入。新しい働き方に対応す

る社会保障の再設計。 

 

Ø 長時間労働の是正、生産性による評価・給与

制度の構築。新卒一括採用や年功序列、定年

制、終身雇用制の見直し。労働法制のネガテ

ィブリスト方式への転換。サービス産業の

営業時間短縮、祝日の一斉休日取得の実施、

男性の働き方改革推進、兼業・副業のための

法整備。限定正社員や中途採用、サバティカ

ルリーブ、テレワーク活用等による柔軟な

働き方の整備、「ワークスタイル・イノベー

ション奨励金」の導入。 

Ø 賃金体系の明確化による同一労働・同一賃

金の実現。政労使協調による賃金の底上げ、

雇用的な自営業者の最低賃金や労災補償の

整備。 

Ø グローバル化や新しい産業構造に対応した

英語教育・職業訓練支援等の充実。自律的な

キャリア開発や正社員転換、職種転換に対

する職業訓練等による支援、教育訓練休暇

の制度化。企業の人材育成投資に係る税制・

助成金の整備。大学の域学連携、産学連携の

推進。新たな価値を創造する能力等に関す

る人材育成。 

 

ü 公立授業料無償化、客観的かつ信頼性の高い

学力卒業資格試験整備。エリート・高等教育、

アントレプレナーシップ教育の形成。ＩＣＴ

を活用した遠隔教育の強化による教育の地域

格差の是正。 

（人手不足等へ

の対応） 

ü 人手不足の悪化。性別や年齢に

関する意識の多様化。人材不足

ü 多様な人材の活躍促進。性別・

年齢・国籍・障害の有無等を問

ü 女性・高齢者・外国人等を含めたダイバーシ

ティ経営の推進。育児・介護・治療と仕事の両
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分野（分類） ① 予測される構造変化 ② 目指す経済社会の姿 ③ 取り組むべき構造改革 

 を補うための外国人労働者の普

及。 

ü 地域の第１次産業・中小企業・介

護等の人材不足の深刻化、後継

者難・人手不足による廃業の増

加。ＩＴ化に対応できない中小

企業の廃業の増加。 

ü 正規労働者は長時間労働で疲労

困憊し、正規・非正規の二極化・

固定化により就業インセンティ

ブが欠如した労働者が増える結

果、社会全体が閉塞化する可能

性。 

ü ＩｏＴの進展による経済のサー

ビス産業化に対応できる人材需

要の急増と機械で代替できない

分野の存在、雇用のミスマッチ・

失業者の増加。 

わず、勤労意欲のある人が能力

を発揮し、活き活きと働ける経

済社会。多様な価値観を認め合

える社会。すべての人が主体的

に楽しめる共生社会。 

ü ＩＣＴインフラで外国人から

働く場として選ばれる環境。社

会的投資環境の整備。 

ü 地方における魅力ある雇用の

確保、在宅ワークの活用等によ

る仕事と暮らしを両立できる

社会の構築、それに伴う首都圏

への人口集中や地方の人口減

少・高齢化の抑制。生活費の安

い地方でＩＣＴを活用し、都市

部の会社で働ける人工知能、Ｉ

ｏＴ等により人々がより創造

的な仕事に携わり、新たな価

値・雇用が生み出される社会。 

立支援策の拡充。保育・介護施設の整備、保育

士・介護士の待遇改善、健康寿命延伸及び在

職老齢年金制度の見直しによる高齢者の就業

支援。高度外国人材の受入れ。社会的投資減

税の実施。 

ü ＩＴを活用した業務効率化のためのプラット

フォーム整備。第１次産業や中小企業におけ

るＩＴ化・ロボット化。 

ü 地域産業のＩＴ化や新事業展開のサポート、

起業家の育成・支援、ＩＴに馴染まない産業

に対する支援。 

 

４．地域経済 

（地域経済の再

生） 

 

ü コンパクトシティ化・スマート

シティ化の進展、居住・非居住地

域の二極化。 

ü 農村・酪農地域で、自然と食文化

を融合した新たな価値創造がイ

ンバウンド需要を創出。東京オ

リンピックを契機とした外国人

観光客の増加傾向の継続。 

ü 日本の領海近くの公海上におけ

る外国船の大量漁獲。 

ü インターネット、宅配サービス、

クラウドファンディングを活用

した地方ベンチャー起業の増

加、サービス産業の地方立地に

ü 資源の選択と集中のもと、コン

パクトシティ化やスマートシ

ティ化が進み、利便性が向上し

た社会。 

ü 農林業が自立的に稼ぎ、地元の

産業や再生可能エネルギーと

結びついて地域の付加価値を

創出する社会。食糧安全保障を

考え、循環型経済をデザインで

きる人材の育成。地域の特色を

活かした観光産業が拡大、イン

バウンド需要も取り込み。 

ü 関係国間で水資源維持の協定

締結・遵守、養殖推進。 

ü 居住制限区域の設定等も視野に入れた、立地

適正化計画によるコンパクトシティ化の推

進。 

ü モノづくり、創業、農商工連携・６次産業化支

援、農地法改正等による第１次産業の活性化。

都市と農地の一体的利用に向けた制度整備。

地域の農業委員会の裁量権拡大。健康長寿・

医療、環境エネルギー産業の育成振興。観光

インフラや観光振興策の強化、外国人のビザ

要件緩和、事業者や地域住民の意識改革等に

よる観光産業の活性化と観光需要の拡大。 

ü 養殖漁業に関する支援策の拡充。 

ü ロボット・ＡＩを活用した地域の実情に応じ

た投資、農業との融合。無人物流の開発のた
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分野（分類） ① 予測される構造変化 ② 目指す経済社会の姿 ③ 取り組むべき構造改革 

よる雇用機会の提供。ＩｏＴ、Ａ

Ｉ、Fintech 等の活用による効率

化の進展と地域の新たなサービ

ス・商品の創出。 

 

ü ＩＣＴの活用や交通インフラ

の変革、アジア新興国の成長の

取り込みによる都心・地方都市

間の格差縮小。東京一極集中の

是正。政府・企業の地方移転。

無人物流の活用等による人手

のかからない地域経済。 

めのインフラと法整備。人材育成や外国人労

働者の活用、自治体人材の民間での活用によ

る人手不足への対応。 

（地域経済の衰

退） 

 

ü 地方における人口減少・高齢化

の急速な進展や地域産業の衰退

により、都市機能が維持できな

くなり、地域経済が停滞する懸

念。農林業の衰退による自然資

本の崩壊の加速、自然災害の増

幅のリスク。 

ü 経済的・財政的に自立困難な自

治体の増加。地方の大規模工場

の海外移転、中心市街地衰退に

よる雇用の減少、公共・生活関連

サービスの縮小、空き家の増加、

コミュニティの崩壊、多様な文

化の喪失。 

ü 2020 年東京オリンピック・パラ

リンピック後の地方の長期停滞

の懸念。 

ü 人材（若年層）や資産の地方から

の流出、東京一極集中の進行。 

ü 中央政府に依存せず、交流人口

は増加、地域の強みを生かす工

夫により特色ある地域経済が

発展、必要な公共サービスの提

供により、人々が安全・安心に

暮らせる地域社会。 

ü 地域の中堅・中小企業が元気に

経営し、住民の雇用と生活の安

定を実現できる社会。個人、地

域単位での生活の充実感を重

視する社会。 

ü 自治体の裁量を拡大する地方分権改革、偏在

性が少なく安定的な地方税制体系の整備。指

定都市等への地方交付税の傾斜配分。地方投

資への減税など地方に資金が回る仕組みの整

備、公的組織の地方移転。 

ü 都市の活性化に向けた連携中枢都市圏制度の

活用。規制緩和を通じた地域コミュニティに

よる相互扶助の推進。経済・生活に係る地域

差の見える化による地域の自発的な改革モメ

ンタムの醸成。 

ü 再生エネルギーへの切り替え等における自治

体や事業者、地域金融機関、住民等の間の連

携促進。地域資源・技術を活用した地場産業

の創出に向けた産産・産学連携体制、プラッ

トフォームの構築。地方創生の深化、都市と

農山漁村の共生の支援、地域内の経済循環の

促進。 

ü 空き地・空き店舗の利活用、老朽店舗の解体・

更地化への助成制度の創設、土地・建物の所

有者情報の明確化、中古市場整備による空き

家対策。 

ü 地域経済の疲弊回避に向けた中小企業による

事業承継税制の活用促進、所有と経営の分離

による同族以外にも承継可能なシステムの構

築。中小・小規模事業者の生産性向上、海外市

場への進出と取り込み。 

５．社会資本 
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分野（分類） ① 予測される構造変化 ② 目指す経済社会の姿 ③ 取り組むべき構造改革 

（社会資本の維

持） 

 

 

ü 民間活力の利用など多様な整備

手法の導入。生産年齢人口の減

少に伴う社会資本整備に係る人

材の不足。 

ü  

ü ストック効果を重視した社会

資本の新規整備。費用対便益

（Ｂ/Ｃ）のみでなく、地域間交

流の拡大による観光消費の増

加や物流効率化による生産性

向上等の効果を評価。 

ü 財政的な理由から推奨される

住居選択などを長期的な計画

で提示。社会資本の整備方針を

見える化し、優先順位をつけて

効率的に整備。自助、共助によ

る整備のウエイトの引上げ。 

 

ü 社会資本に関する投資に当たって、生産活動

が行われる場所を提示。 

ü 2020年東京五輪等を機会とした社会インフラ

の充実（無電柱化等）。ＰＰＰ/ＰＦＩ等によ

る民間活力の活用。低金利の超長期国債によ

る資金調達を通じた社会資本整備の前倒し。

条件不利地域のミッシングリンクの解消、地

方空港の国際線受入れ体制の強化、二次交通

の利便性向上。通信衛星等への重点投資。海

外の社会資本システムの積極的な受注。外国

人労働者の活用促進。 

（社会資本の取

捨選択） 

 

ü 集約・再編を含めた既存の社会

資本の効率的なメンテナンスと

有効活用。社会資本の老朽化に

よる安全性の低下、維持管理費

用の増大。財政的に資金調達が

困難な社会資本の使用停止や住

民資金による維持補修の検討。

更なる社会資本が必要な地域も

あり、取捨選択が必要。 

ü 人口減少・高齢化の進展による

空き家の更なる増加。 

ü 老朽施設の陥落・崩落が日常的

に起こることのない姿。老朽化

インフラ対策など災害に備え

た国土強靭化の体制整備。予防

保全型維持管理の導入などに

よる社会資本のメンテナンス

サイクルの構築。 

ü 全てのインフラは維持できな

いことを意識し、地域住民との

対話を深め合意形成。 

ü 空き家を子育てや福祉施設に

活用。 

ü 社会資本の統廃合に係る客観的判断基準の設

定。効率・効果的なメンテナンスに向けたロ

ボットやセンサー等の新技術の開発・導入。 

ü 空き地や空き店舗、空き地の有効活用のため、

地籍・登記等の土地の所有・利用に係る情報

基盤を整備。空き家活用に向けた税負担軽減

策の検討。 

（社会資本の利

活用） 

ü 電力システム自由化、再生エネ

ルギーの拡大、ＩＴ技術の進展、

電力システムの新たな担い手の

誕生。 

ü 新エネルギー技術による蓄電が

格段に安価に使用可能に。 

 

 

ü 再生エネルギー利用の多寡に

応じて電力系統を柔軟に運用

できる状況。 

ü 早期の新エネルギーの開発・応

用・輸出。 

ü 再生エネルギーの導入の進展に向けた電力系

統の運用・投資に関する構造改革。 

ü エネルギー研究開発費の拡大と再生エネルギ

ーの研究・開発・応用への充当。 

 

６．マクロバランス・その他 
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（ＩＳバランス

の悪化） 

 

ü 高齢化により家計貯蓄率が低下

または赤字化。 

ü 海外からの要素所得の重要性が

増大。経常収支は赤字に向かう。 

ü 第１次所得収支の大幅黒字によ

り、経常収支は高めの黒字。ＩＳ

バランスは貯蓄超で推移。 

ü 政府の投資超過は改善せず、企

業の貯蓄超過は持続。 

 

ü 消費や投資を活発化させ、対内

直接投資が増える格好で経常

赤字化。対外資産からの収益が

改善、貿易立国と投資立国の両

立。 

ü 「労働」「資本」「ＴＦＰ」によ

る潜在成長率の底上げ、対外投

資のリターンの還流を国内投

資に活かす成長モデルの確立。 

ü 政府の投資超過が縮小、企業の

貯蓄超過が減少する中、シニア

が貯蓄超過を維持し、マクロで

適度な貯蓄超過（経常黒字）を

維持。 

ü マクロバランスの見通しと考え方の整理。成

長戦略と財政健全化の取組の強化。 

ü 超スマート社会実現に向けた新たな研究開発

や新規投資の促進、ＧＮＩを前面に出した成

長戦略の目標設定。 

ü 税収増と歳出抑制による政府の投資超過の縮

小。内部留保を賃上げや前向きな投資に使う

企業の株をＧＰＩＦや日銀が保有。シニアを

積極的に雇用する企業へのインセンティブ措

置。 

ü 人的資本の強化、全世代支援型の社会保障、

教育機会の格差防止、安定財源の確保と所得

再分配機能の強化、予算編成の枠組みのルー

ル化。企業による人への投資の強化、社会的

責任に応じた負担。 

（分配・再分配の

あり方） 

 

ü 資源配分がリタイア世代向けの

産業にシフト、サービス経済化・

シェア経済化が加速、ＩＴの活

用がコスト削減から付加価値創

造にシフト。 

ü 国民の将来不安は一層強くな

り、格差・貧困問題は深刻化。国・

地方の基礎的財政収支は改善傾

向だが、財政健全化の道筋は不

透明。世界規模での富の再配分

機能の不在、シェア経済が復活、

国際電子取引による購買増加、

ＧＤＰの拡大が労働市場の拡大

や賃上げに結びつかない構造。 

ü グローバル化とＩＴ化による先

進国内の格差増大、各国の排外

政策・保護政策への後退により、

国際情勢の不安定化と国内経済

の失速の可能性。大規模自然災

ü 数量・重量から付加価値の生産

拡大へシフト、女性や高齢者の

労働参加率の向上。 

ü 分厚い中間層の復活、包括的か

つ自律的な経済成長の実現。 

ü お金の回転率を上げるような

戦略転換。 

 

ü 税収のウエイトをフロー所得から資産ストッ

クに大幅にシフトし、人口構成に見合った負

担の仕組みに転換。将来世代に対する教育改

革。 

ü 資産の回転率を上げるため、カネを貯めこむ

人に課税、モノの所有からシェアする経済へ

の移行、ヒトの複数社雇用。 

ü 規制緩和による地域コミュニティ主体のセー

フティーネットの構築、内発的な地場産業の

育成。 
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害もリスク。 

（その他） ü 実質利子率が自然利子率に対し

て高止まり、意図せざる金融引

き締めがマクロ経済を不安定

化。 

ü 経済成長以外を優先。 

ü 現金にマイナスの利子率をつ

けられるよう国際通貨制度を

構築。 

ü 個人・地域単位での「生活の充

実感」など肌感覚のある指標を

新たな目標に。 

ü 国際通貨制度改革をリード。 

 


